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1 

1. 指定保税地域とは、国、地方公共団体又は港湾施設若しくは空港施設の建設若しくは管理を行う法人であって政令で定める者が
所有し、又は管理する土地又は建設物その他の施設で、開港又は税関空港における税関手続きの簡易、かつ、迅速な処理を図
るため、外国貨物の積卸し若しくは運搬をし、又はこれを一時置くことができる場所として財務大臣が指定したものをいう。 

2. 財務大臣は、指定保税地域を利用して行われる外国貿易の減少その他の事由に因りその全部又は一部を存置する必要がない
と認めるときは、これについて前項の指定を取り消すことができる。 

3. 財務大臣は、指定保税地域の指定を使用とするときは、あらかじめ当該指定を使用とする土地又は建設物その他の施設の所有
者及び管理者に協議し、かつ、公聴会を開き、輸出入業者その他の当該指定について利害関係がある者に対して意見を述べる
機会を与えなければならない。指定保税地域の指定の取消しをしようとするときも、また同様とする。 

4. 財務大臣は、指定保税地域の指定又は指定の取消しをしたときは、直ちにその旨を公告しなければならない。 
5. 財務大臣は、政令で定めるところにより、第一項又は第二項の規定による取消しに係る権限の一部を税関長に委任することがで

きる。 

関税法第37条 
指定保税地域の指定・取消し 

①指定保税地域の指定・取消し 

国、地方公共団体等が所有し、又は管理する土地
や施設で、財務大臣が指定した場所 

「輸出入者の利便のために設けられる公共の保税地域」 

指定保税地域 

外国貨物の積卸、運搬、一時蔵置（1か月）、点検・改
装・仕分け等貨物取扱いができる 

関税法第80条第1項にて、指定保税地域にあ
る外国貨物で、当該指定保税地域に入れた
日から1月を経過したものは税関は収容するこ

とができるとなっていることから。 
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① 国、地方公共団体又は指定法人等が所有し、又は管理していること 

② 税関手続の簡易かつ迅速な処理を図ることを目的とし、公共的に運営されるものであること 

③ 国・港湾管理者・指定法人等の管理下で借受者が運営、港湾管理者・指定法人等が自ら運営すること 

④ 開港等の港域に接続する地域にあること（例外あり） 

⑤ 税関における監視取締上支障がないと認められること 

⑥ 外国貨物の適正な保全を図るための体制が施されていること 

①指定保税地域の指定・取消し 

関税法基本通達37-1 
指定保税地域の指定の要件 

指定法人 

特定外貿埠頭の管理運営に関する法律第３条第１項の規定により国土交通大臣が指定する法人 
港湾法第43条の11第１項又は第６項の規定により国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者が指定する
株式会社 

港湾法第55条の７第１項に規定する国土交通大臣が政令で定める基準に適合すると認める者 

指定保税地域の大半は借受者による運営 

関税法第38条 
指定保税地域の処分等 

指定保税地域の指定を受けた土地又は建設物その他の施設の所有者又は管理者は、次の各号に掲げる行
為をしようとするときは、あらかじめ税関長に協議しなければならない。ただし、所有者又は管理者が、国及
び地方公共団体以外の者である場合においては、税関長の承認を受けなければならない。（以下略） 

あらかじめ税関長との協議が必要（指定法人等が所有・管理する指定保税地域
の場合は税関長の承認） 

譲渡・貸付etc. 工事・移転・撤去etc. 



②貨物の取扱い 
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1. 指定保税地域においては、外国貨物又は輸出しようとする貨物につき、第三十七条第一項に規定する行為の
ほか、これらの貨物の内容の点検又は改装、仕分けその他の手入れをすることができる。 

2. 指定保税地域においては、前項に定めるもののほか、外国貨物又は輸出しようとする貨物につき、見本の展示、
簡単な加工その他これらに類する行為で税関長の許可を受けたものを行うことができる。（以下略） 

関税法第40条 
貨物の取扱い 

•貨物を開披して、内容品の品質・数量の点検、機能の簡単な点検を行う 内容の点検 

•包装を改める 改装 

•貨物を記号番号別、荷主別、仕向地別等に分類・選別する 仕分 

•貨物の現状を変えることなく行う手入れ（油さし、洗浄、原産地虚偽表示・誤認表
示の抹消・取り外し・訂正、商標侵害物品（輸入貨物）の商標抹消etc.） その他の手入れ 

第１項の行為 

保税蔵置場については準用規定あり。 

関税法第49条 

自由にできるが、保税台帳への記帳は必要 

他所蔵置許可貨物については届出が必要
（関税法第36条第２項） 



 関係書類（船卸票、これに代わる書類、保税運送承認書写し）に記載された品名との相違、数量との過不足、重大な損傷又
はこれに準ずる異常があった場合 

 麻薬等法69条の２第１項各号に掲げる貨物その他法令により輸出が禁止されている貨物 

 麻薬、けん銃、爆発物、火薬類、偽造貨幣等法第69条の11第１項各号に掲げる貨物その他法令により輸入が禁止されてい
る貨物 

4 

②貨物の取扱い 

• 注文の取集め等のため蔵置貨物の一部を一般の閲覧に
供する 

見本の展示 

•加工後において加工前の状態が判明できる程度の単純な工
程による加工（食料品の加熱、金属又は繊維製品等のくず化etc.） 

簡単な加工 

• 輸出しようとする貨物の破損品、不良品などを完全品と
交換することetc. 

その他これらに類
する行為 

税関長の許可を受ける必要あり 

他所蔵置許可貨物についてはできない。 

第２項の行為 

税関への通報をお願いします！ 
（関税法基本通達40-3） 

荷主自身による貨物取扱いが行われる予定は、事前に税関に日時や作業内容等のご連絡をお願いします。 
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③保税蔵置場の許可 

1. 保税蔵置場とは、外国貨物の積卸し若しくは運搬をし、又はこれを置くことができる場所として、政令で定めると
ころにより、税関長が許可したものをいう。 

2. 前項の許可の期間は、十年をこえることができない。但し、政令で定めるところにより、十年以内の期間を定め
てこれを更新することができる。（以下略） 

関税法第42条 
保税蔵置場の許可 

民間企業等が所有する土地、倉庫等の施設につ
いて、申請に基づき税関長が許可した保税地域 

外国貨物の積卸、運搬、長期蔵置（承認を受けない
で3か月・承認を受けて2年）、点検・改装・仕分け等

貨物取扱いができる 

許可期間は6年（特定保税承認者は8年） 

面積に応じて許可手数料を毎月納付 

税関関係手数料令第2条 

関税法基本通達42-10 
（関税法では10年となっているが、通達により６年とする運用） 
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③保税蔵置場の許可 

税関長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、前条第一項の許可をしないことができる（以下略）。 
関税法第43条 
許可の要件 

1. 保税地域の許可を取り消されて３年を経過していない 

2. 関税法違反（通告処分以上）から３年を経過していない 

3. 関税法以外の法令違反（禁錮処分以上）から２年を経過していない 

4. 暴対法、刑法（傷害罪等）違反（罰金以上）等から２年を経過していない 

5. 暴力団員等である 

6. 申請者が1.～5.のいずれかに該当する者を役員とする 

7. 暴力団員等により事業活動を支配されている者でない 

8. 業務遂行能力が十分にない 

9. 許可を受けようとする場所の位置又は設備が保税蔵置場として不適当である 

10. 許可を受けようとする場所について保税蔵置場としての利用の見込又は価値が
少ない 

欠格条項 

人的要件 場所的要件 施設的要件 

量的要件 
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③保税蔵置場の許可 人的要件 

業務遂行能力 

Ⅰ 法令等についての知識・記帳能力・外国貨物保管業務の業務処理能力 
Ⅱ 外国貨物の適正な保全を図るための体制、業務手順、手続等を確保できる能力 
Ⅲ 許可手数料、倉主責任に基づく関税等納付義務といった経済的負担に耐え得る資力 

社内管理
規定 

Compliance‐Program 

＝CP 

関税法基本通達34の2-9 

 ＣＰに盛り込む基本項目は次ページ以降のとおりであるが、
申請者の業務実態に応じた内容とする必要がある。 

 ＣＰに記載されている各担当者の業務内容や書類と貨物
の流れが実態に即していない場合は受理されない。 

 社内体制や手続の変更により、ＣＰの内容と実態が合致し
なくなった場合は、速やかにＣＰの内容を改正のうえ、税関
に提出する必要がある。 
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③保税蔵置場の許可 ＣＰの基本項目 

•社内体制を構築する各部門及び責任者の明確化 

•各部門における責任者の責務 
社内管理責任体
制の整備 

•委託先管理 

•手順書等の整備 
貨物管理手続体
制の整備 

【総合責任者】倉主等が行うべき業務について総合的に管理し、監督し、責任を負う者 

【貨物管理責任者】倉主等の基本的作業である貨物の搬出入に係わる確実な記帳のほか、搬入、蔵置、取扱い、搬出の各段階での貨物の数量、態様等の把
握、管理を行う責任者 

【顧客（荷主）責任者】保税地域を利用する顧客（荷主）について、その資質や経営状態等を把握し管理する責任者 

【委託関係責任者】（保税地域での業務について委託業務を行っている場合）委託企業従業員の資質を把握し、適切な指揮監督を行う責任者 

被許可者の基本的作業である貨物の搬出入に係わる確実な記帳のほか、搬入、蔵置、取扱い、搬出の各段階における管理手続等について規定を整備する。 

【搬入・搬出管理】貨物の搬出入時における基本動作の詳細について定める。（例えば、搬入貨物に係わるＢ／Ｎ又はＯＬＴ等の書類と現物との対査確認、貨物の異常の有無
の確認、書類整備等） 

【蔵置管理】貨物蔵置中における基本動作の詳細について定める。 

【貨物取扱い等管理】貨物取扱い時における基本動作の詳細について定める。 

【顧客（荷主）管理】保税地域を利用する顧客等の把握について定める。 

【記帳・記録】台帳記帳における基本動作の詳細及び関係帳票の整理保管等について定める。 

これらの管理手続体制をフロー図等に
より具体的に記載した手順書をCPの付
属書として整理するのが一般的。 

被許可者が保税業務を他の者に委託している場
合は、受託者と適宜の調整を図った上で管理手
続体制を整備し、被許可者が自己の責任におい
て行うこととなる。 

貨物管理に携わる方々は、必ずCPや手順書の内容を理解し、 
守っていただくようお願いします！ 

人的要件 
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•人又は貨物の出入りのチェック 

•常時又は定期的な巡回警備 
貨物の保全のた
めの体制の整備 

蔵置貨物の種類の変更、貨物の収
容能力の増減又は周辺状況の変
化等に応じ、外国貨物の適正な保
全を図るため、必要な措置を行うこ
とが必要。 

③保税蔵置場の許可 ＣＰの基本項目 人的要件 

•不審貨物や不審人物出入りの情報の確実な通報の
ための体制 

税関への通報体
制の整備 

あれ？この貨物・・・ 
おかしい？ 
いつもと違う？ 

速やかに責任
者に報告 

税関に通報 

 社内における連絡体制（各部門の従業員から当該部門の責任者への報告） 
 税関に対する連絡手順及び体制 
を整備する必要があります。 



企業のシステムが健全に機能しているかを管理・コントロールすることは、健全な経営を確保す
るうえで重要な鍵となるコーポレートガバナンス（企業統治）において非常に重要です。 
形式的なものではなく、内容のある監査を行っていただくようお願いします。 
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③保税蔵置場の許可 ＣＰの基本項目 人的要件 

•研修・勉強会等の実施体制 

•業務委託先も対象 
教育訓練につい
ての体制の整備 

すべての役員及び従業員に対して、社内管理規定の方針及び手続を理解さ
せ、関係法令の遵守、税関周知事項の徹底、社内管理規定における各人職
務を明確に把握させるための教育、訓練について体制を整備する。 

保税業務検査等において、教育
訓練が実施されているかどうか確
認する必要があるので、社内研
修・勉強会の記録を作成し、保管
していただくようお願いします。 

•内部監査人による定期的評価・監査制度の制定 

•社内管理規定の実行性の評価改善のための勧告 

•内部監査結果を毎年税関に提出 

評価・監査制度
の整備 

監査結果のフィードバック 

非違等の防止 

内部監査に期待
される効果 

非違等の早期発見 

万が一内部監査で非違があった事実が発覚した場合、自ら
税関にその事実を申し出ることで、税関が保税業務検査等で
非違があった事実を発見した場合と比べて、処分の基準とな
る「処分点数」が軽くなる場合があります。 
また、早期に発見することで、改善策を講じやすくなります。 



設備が保税蔵置場として適当かどうか？ 

CPに基づき、貨物の

亡失等を防止し、貨
物の適正な保全を
図るための体制が
確保できること 
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③保税蔵置場の許可 

場所的要件・施設的要件 場所の位置が保税蔵置場として適当かどうか？ 

Ⅰ 所轄の税関官署から25km以内 
Ⅱ 所轄の税関官署から25kmを超え、おおむね100km以内（周辺の交通施設が整備されていることが条件） 

Ⅲ 特殊な保管施設を必要とする貨物のみを蔵置する等やむを得ない場合（地域の国際化・活性化に資する観点等を勘案） 

原則として、以下の措置が講じてあること 
 コンテナ・ターミナル、野積場等、土地に貨物を蔵置する保税地域 

• 外部から容易に侵入できないような障壁、フェンス等を外周に設置すること 
• 保税地域内において適度な照度を確保できるような照明装置が設置されていること 
• 出入口には施錠可能なゲート等の設備が設置されていること 

 コンテナ・フレイト・ステーション、倉庫等、蔵置施設を有する保税地域 

出入口、窓、その他の侵入が可能な部分について、外部から不審者等が容易に侵入
できないように施錠その他の措置が講じてあること 

関税法基本通達43-1(2) 

関税法基本通達43-1(3) 

量的要件 保税蔵置場としての利用の見込み又は価値が相当数あるかどうか？ 

同じ港湾又は地域における同種条件の保税蔵置場等と比較して同程度かそれ以上 

関税法基本通達43-1(4) 
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④保税蔵置場の許可期間更新 

許可期間は6年（特定保税承認者は8年） 

更新の期間は6年以内 
関税法基本通達42-12(4) 

【原則更新をしない場合】 

法の規定により刑に処せられ又は通告処分を受けた被許可者に係る保税蔵置場について 

 搬入停止・許可取消の処分を受ける前に許可期間満了となった場合 

 搬入停止の処分期間中に許可期間満了となった場合 

関税法基本通達43-3(1) 

保税地域の許可期間の更新は、許可期間満了に際して行う新たな許可の性格を持つもの
であり、その効果も新規許可と何ら変わるものではない。 

・更新申請の際の税関の審査は、新規許可に準じて行うことになります。 

特にCPについては通達改正等が反映
されているか要確認！ 

・利用見込（実績）がない場合は、原則として廃業の方向で検討していただきますが、引
き続き更新を必要とする要請があれば、その内容や理由を税関にご説明ください。 
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⑤貨物の収容能力の増減等 

1. 保税蔵置場の許可を受けた者は、当該保税蔵置場の貨物の収容能力を増加し、若しくは減少し、又はその改
築、移転その他の工事をしようとするときは、あらかじめその旨を税関に届け出なければならない。 

2. 税関長は、前項の届出があった場合において、その実施しようとする収容能力の増減又は工事について、その
増減又は工事をした後の保税蔵置場と他の場所との区分が明確でなく、又は当該増減若しくは工事をした後の
外国貨物の保管設備が不十分であるため、この法律の実施を確保するうえに支障があると認めるときは、当該
届出をした者に対し、その届出に係る事項を実施する際必要な措置を講ずることを求めることができる。 

関税法第44条 
貨物の収容能力の増減等 

保税蔵置場 

税 関 

貨物収容
能力増減
等の届 

保税蔵置場の貨物の収容能力（面積）の増減・改築・
移転・その他の工事 

・増減坪がなくても、工事を行う場合は届出が必要（単なる補修工事を除く） 
・他社への賃貸は減坪の届出が必要 

坪貸し 

既に許可を受けている
保税蔵置場の許可内容
を変更するもの 

あらかじめ税関
に届け出なけれ
ばならない。 

無秩序に放任するこ
とは税関の取締上支
障を生ずる 

保税蔵置場の適正な運営
及び外国貨物の取締りの
万全を期す。 

何が「単なる補修工事」なのか明確な基準はないので、まずは税関
に工事の内容をご報告ください。 
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⑤貨物の収容能力の増減等 

保税蔵置場Ａ  

Ｂ 
Ｂが貨物管理
を行う 

Ａが許可を受けている保税蔵置場における保税
業務をＢに委託する場合は、Ａが保税業務に実
質的に関与し、その責任を全うできる体制にな
ければならない。 

• 蔵置する貨物の受寄託契約は保税蔵置場被許可者であ
るＡによって締結されている。 

• ＣＰにおける総合責任者や貨物管理責任者等がＡの従
業員である。 

• 保税地域に関してＡが行うこととされている税関手続が、
Ａの名により行われる。 

上記の条件を満たさないような
丸投げするような賃貸は、減坪
して許可場所から外す必要あり 

許可場
所の一
部 

関税法基本通達34の2-11 

賃貸 

坪貸しについて 

減坪届をせずに、丸投げのような賃貸をすることにより、関税法違反となって
処分が下される例がよく見られます。ご注意ください。 
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 ⑥保税蔵置場の休業・廃業の届出、許可の承継・失効 

廃業
届 休業

届 
保税蔵置場の業務を休止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ届出が必要 
（休業期間中は、保税蔵置場に外国貨物が置かれていないことを原則とする） 

① 業務を廃止したとき 

② 承継手続を行わなかったとき、承継の承認をしなかったとき 

③ 解散したとき 

④ 破産手続開始の決定を受けたとき 

⑤ 許可期間が満了し、更新しない場合 

⑥ 税関長が許可を取り消した場合 
関税法第48条 

直ちに公告 

相続人、合併・分割後の法人等が保税蔵置場
被許可者としての地位を承継することができる。 

関税法第46条 
休業又は廃業の届出 

保税蔵置場の許可を受けた者は、許可の期間内に当該保税蔵置場の業務を休止し、又は廃止しようとするときは、
あらかじめその旨を税関長に届け出なければならない。 

関税法第47条 
許可の失効 

相続・合併・分割があった場合 

1. 保税蔵置場の許可は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その効力を失う（以下略）。 
2. 保税蔵置場の許可が失効した時は、税関長は、直ちにその旨を公告しなければならない。 
3. 保税蔵置場の許可が失効した場合において、その失効の際、当該保税蔵置場に外国貨物があるときは、当該

貨物については、税関長が指定する期間、その許可が失効した場所を保税蔵置場とみなす（以下略）。 

関税法第48条の2 
許可の承継 

1. 保税蔵置場の許可を受けた者について相続があったときは、その相続人（略）は、被相続人の当該許可に基づ
く地位を承継する。 

（以下略） 
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 ⑦外国貨物を置くことの承認（蔵入承認） 

関税法第43条の3 
外国貨物を置くことの承認 

1. 保税蔵置場に外国貨物を入れる者は、当該貨物をその入れた日から三月（やむを得ない理由により必要があ
ると認めるときは、申請により、税関長が指定する期間）を超えて当該保税蔵置場に置こうとする場合には、政
令で定めるところにより、その超えることとなる日前に税関長に申請し、その承認を受けなければならない。 

（以下略） 

関税法第43条の2 
外国貨物を置くことができる期間 

1. 保税蔵置場に外国貨物を置くことができる期間は、当該貨物を最初に保税蔵置場に置くことが承認された日か
ら二年とする。 

2. 税関長は、特別の事由があると認めるときは、申請により、必要な期間を指定して前項の期間を延長すること
ができる。 

承認不要 

3ヶ月間 2年間 

要蔵入承認（IS承認） 期間延長可 
（特別な事由があると認めるとき） 

IS承認 
3ヶ月を超えるまでに蔵入承
認を受けなければならない 

課税物件の確定 

貨物の検査 
（必要に応じ） 

承認申請手続は輸出入
申告に準ずる 

IS承認済みの外国貨物を国内に引き取ること

を、通常の輸入と区別して、一般的に蔵出輸
入（ISW）という。 

関税法第4条第1項 

関税法第43条の3第3項 

関税法第43条の4 

搬入 

関税法基本通達43の2-2 

備蓄用の原油又は石
油ガス、ウイスキーの
原酒等かなり限定的 
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 ⑦外国貨物を置くことの承認（蔵入承認） 

承認不要 

3ヶ月間 

2年間 

要蔵入承認（IS承認） 
IS承認 

搬入 

1. 他の法令の規定により許可・承認等、検査、条件の具備を必要と
する貨物である場合で、当該法令の所管省庁に対し手続中であ
るため 

2. 蔵入承認申請書の添付書類が輸入者の責に帰すべきでない理
由により不備であるため 

税関長に対し蔵入れ承認申請が行えない場合 

IS承認を受けずに外

国貨物を置くことが
できる「3ヶ月」を延
長することができる。 

蔵入承認を
受けずに外
国貨物を置
くことがで
きる期間の
指定申請書 

IS承認を受けず、かつ、IS承認を受けずに外国貨物を置くことができる期間の延長手

続をせずに、保税蔵置場に外国貨物を入れてから３か月以上経過した場合、関税法
第43条の3違反の保税非違として、保税蔵置場被許可者は処分となる可能性がある。 

搬入してから３か月を超えそうな外国貨物がある場合は、で
きるだけ早い段階で荷主へのヒアリング（なぜ通関せずに置
いているのか）、調査等を行い、税関にご相談ください。 

毎月末日現在で搬入から３か月を超えた外国貨物がある場合は、
「長期蔵置貨物報告書」を作成し、翌月10日までに税関に提出して
いただく必要があります。 

関税法基本通達34の2-1(3)ロ 
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 ⑦外国貨物を置くことの承認（蔵入承認） 

保税蔵置場Ａ 
3ヶ月間 

IS承認 

保税蔵置場B 

IS承認 

いわゆる再IS承認
が必要 

置くことができるのは、最初
の蔵入承認日から2年間、

つまりH29.2.1まで 

蔵入承認を受けた貨物が２以上の保税
蔵置場に置かれることとなった場合 

関税法基本通達43の2-1(3) 

搬入 

搬入 

保税運送 

H27.2.1 
承認 

H28.2.1 
承認 関税法上期間の計算は国税通

則法が準用され、初日は算入さ
れず、平成27年2月2日から計算
するので「平成29年2月1日ま
で」ということになる。 
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 ⑧倉主責任 

亡失・滅却 

保税蔵置場の被許可者に関税の納付義務が課される 

「倉主責任」 

貨物が物理的に存在しなくなること 
（原型をある程度とどめていても、
性質・形状等を著しく失って簡単に

復元できないものも含む） 

直ちに届出が必要 

外国貨
物亡失
届 

関税法第45条 
許可を受けた者の 
関税の納付義務等 

1. 保税蔵置場にある外国貨物（輸出の許可を受けた貨物を除く。以下この項及び次項において同じ。）が亡失し、
又は滅却されたときは、当該保税蔵置場の許可を受けた者から、直ちにその関税を徴収する。ただし、外国貨
物が災害その他やむを得ない事情により亡失した場合又はあらかじめ税関長の承認を受けて滅却された場合
は、この限りではない。 

2. 税関長は、保税蔵置場にある外国貨物が腐敗し、若しくは変質し、又は他の外国貨物を害するおそれがある等
の事情によりこれを滅却することがやむを得ないと認めるときは、前項ただし書の承認をしなければならない。 

3. 保税蔵置場にある外国貨物が亡失した場合には、当該保税蔵置場の許可を受けた者は、直ちにその旨を税関
長に届け出なければならない。 

焼却等により貨物の形態をとどめ
なくすること。ただし、みなし滅却
（次ページ参照）を含む（関税法基

本通達23-9(4)）。 
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 ⑧倉主責任 

ただし、 
・あらかじめ滅却の承認を受けている場合 
・災害その他やむを得ない事情により亡失した場合 
は倉主責任免除 

・震災、風水害等の天災又は火災その他の人為的災害で、自己の責任によらないもの等に起因す
る災害 
・上記に準ずる災害 

誤送、窃盗による盗難等では倉主責任は免除されない！ 

ただし、自己の責任によるものと判
断された場合（火の不始末etc.）は
免除されない。 

 原則として、保税蔵置場にある貨物が著しく腐敗したため、その本来の用途に供せ
られないと認められる場合に承認される。 

 貨物が国内消費の需要に適合しなくなり、かつ、これを外国に積戻しすれば採算的
に多大の損失を来たすこととなると認められるときには、滅却は承認され得る。 
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 ⑨保税担当者の留意点 

蔵置場所の制限 

外国貨物は、保税地域以外の場所に置くことができません。 
やむを得ず一時的に保税地域以外の場所に移す場合は、できるだ
け速やかに保税地域の場所に戻すようにしてください。 

未許可場所 

区分蔵置 

内国貨物と外国貨物が混同することがないように表示（さし札）してください。 
危険物については、他の貨物を損傷・腐敗させないよう注意を払ってください。 

外国貨物の蔵置期間 

蔵入（IS)承認を受けるまで・・・搬入から３か月を超えていませんか。搬入から長期
を経過した貨物につき、調査や税関への相談をしていますか。 

蔵入（IS）承認、蔵入承認を受けずに外国貨物を置くことができる期間の延長申請、
蔵入期間の延長申請・・・それぞれ期間を超えるまでにできていますか。 

TIME OVER 
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貨物と関係書類との確実な対査確認 

貨物の搬出入時等に確実な対査確認を実施してください（記号・番
号、品名、数量）。 

複数人数によるチェックが望ましいです。 

記帳・関係書類の保存 

 記帳はできるだけ速やかにお願いします。 
 関係書類は税関検査にて適切に提示できるよう、整然と整理してお
いてください。 

貨物の亡失や不審貨物発見時の税関への通報 

責任者を通じて速やかにご連絡いただくようお願いします。 
その他不明なこと等があれば、勝手な判断をせず、お気軽に税関にお問い合わせ
ください。 

社内貨物管理規定の把握及び遵守 

自社の社内貨物管理規定（CP）の内容（貨物の流れや必要な作業・手続）を把
握して、遵守していただくようお願いします。 

 ⑨保税担当者の留意点 


